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＜要旨＞  

一般に、北国は地形的に山間部がその多くの割合を占め、高齢／過疎化が進行している地域が多いと

いう社会情勢から、交通インフラはもとより、IoT 社会を迎えてもなお情報通信インフラが十分に整

備されているとは言い難い。しかしながら、例えば北国に特有の冬季の路面凍結にともなう交通事故

は、各自動車の運転者が道路の凍結地点の情報を事前に共有することによって回避可能となることが

期待されている。同様に、悪天候にともなう自然災害などの各種課題も情報共有によって予防あるい

は被害軽減につながる可能性がある。本研究では、そのような交通および情報通信インフラの整備が

不十分な状況においてさえも情報共有を実現して住民を有機的に結び付ける機能を包含する北国 IoT 

プラットフォームの構築を目指し、そこに必要な基本機能を検討する。 

 

１ 研究の概要 

情報通信インフラの整備が十分でない地域における情

報共有手段として自動車を介した手法が考えられる。す

なわち、自動車は一般に運転者の意思によって日常的に

移動し、対向車、先行車および後続車などの周辺の多数

の車両と隣接することが期待される。また、交通量の多

い地点の路肩に基地局が設置されていれば、意図せずと

も同地点を通過する。ここで、車車間通信／路車間通信 

(V2X) を利用すれば、利用者の発信情報を個々の車両が

中継するとともに、遠隔の固定サーバに集約し、さらに

はそれらを配信して情報共有することが可能となる。し

かしながら、そのような地域では交通インフラさえ貧弱

であることから、適用範囲の確保のために状況に応じて

それらの自動車の役目を部分的にドローンに置き換える。

特に近い将来のドローンの飛行性能の向上を見据えて、

図1 に示すように自動車に搭載されたドローンが任意の

タイミングで発着可能な構成を想定し、より柔軟かつオ

ンデマンドな情報共有を実現する。 

 

図 1：自動車とドローンを介した情報共有 

２ 研究の内容 

 北国特有の課題を解決する各種アプリケーションを構

築するための基盤となる北国 IoT プラットフォームを

提供することを目指して、まずは交通および情報通信イ

ンフラの整備が不十分な北国においてさえも情報共有に

よって住民を有機的に結び付けるための基本機能を次の

ように定める。 

2.1 ドローン―自動車／基地局間の通信機能 

まず、静止物体（基地局や停車中の自動車など）を通信

対象として、ドローンが周辺を飛行してより広域なデー

タ／情報を収集するためにコグニティブ無線通信システ

ム [1] を拡張する。すなわち、図 2 に示すように、より

多くの異なる周波数の無線を統合し、通信環境の変化に

応じて必要とされる通信品質を保証可能な無線リンクを

決定する。一方、移動物体（走行中の自動車など）に対し

ては、移動物体がドローンの通信範囲外に出る前に通信

を完了する必要があり、広域かつ高速な無線通信を用い

て収集するデータ／情報の容量および通信範囲に応じた

最適な通信品質を実現する。 

2.2 ドローン間の情報交換機能 

山中や海上などの道路によるアクセスが不自由な領域

において個々の自動車から離陸したドローン同士が上空

で情報交換するとき、やみくもに飛行しても他のドロー

ンと遭遇できる確率は非常に少ない。したがって、図 3(a) 

に示すように、過去のドローンの飛行経路を集約してお

き、その情報からあらかじめドローンが存在する確率が

高い地点（ホットスポット）を抽出する。加えて、ホット

スポットにおける情報交換を確実にするために、同図 (b)  
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図 2：ドローンと基地局および自動車間の通信 

      (D2X) システム 

に示すように専用デバイスを投下したり、ドローン自身

が着陸することによって積極的に臨時基地局を設置する

手法を開発する。 

 

(a) ホットスポットの設定  (b) 臨時基地局の設置 

図 3：ドローン間の情報交換 

2.3 データの統合・整理機能 

自動車やドローンによって収集されるのは各種センサ

から取得されたデータである。それらのデータはそれら

の取得位置に紐づけられており、2 つの側面を持つ。すな

わち、時空間的に不均質で、本質的に欠損値を含むスパ

ースな側面と、日々膨大に生成・記録される時系列性・リ

アルタイム性があるビッグデータの側面である。したが

って、図 4 に示すように、より均質なデータ収集を目的

として AI などにより能動的に欠損データの計測を自動

車やドローンに求める機能、欠損データを時空間的に推

定・内挿・外挿する機能および利用目的に応じて最適な

粒度にデータを集約・分散させる機能を開発する。 

 

 

図 4：欠損データの内挿・外挿 

３ これまで得られた研究の成果 

本研究においては、北国 IoT プラットフォームによっ

て提供する機能の一つとして、まずは交通および情報通

信インフラの整備が不十分な北国においてさえも情報共

有を可能とする V2X, D2X の基本機能ついて検討した。

特に D2X の機能の実現にあたって、これまで開発して

きた V2X 用コグニティブ無線通信システムを拡張する

方向性を明らかにするとともに、広大な空間内における

ドローンの遭遇可能性を向上させる工夫が必要であるこ

とを明らかにした。また、情報を収集する段階において

は、そのデータの均質化を図るために、適切な粒度の決

定ならびにその粒度を実現するためにデータを内挿・外

挿して補間する機能が必要であることを見出した。 

 

 

４ 今後の具体的な展開 

本研究では、V2X, D2X の基本機能について検討を行

った。今後は、これらの機能を実装することとし、資金調

達のために競争的外部資金への応募を随時行っていく。

実装にあたっては、山間部で高齢／過疎化が進行してい

ると同時に、全国有数の豪雪地帯として知られる岩手県

西和賀町をテストフィールドとして、同町役場ならびに

雪国文化研究所の協力を仰ぎながら、システムの評価を

行っていく。第一のアプリケーションとしては凍結路面

情報の周知を想定しているが、それにとどまらず、特に

冬季に自宅に閉じこもることに起因する住民の健康管理

問題、高齢化にともなう冬季の各家庭の玄関から道路ま

での除雪困難問題、さらには貧弱な観光情報の発信力問

題への適用も想定して開発を進める。同町にて活用可能

なシステムであるとことが検証できた後には、全国のど

の地域でも活用できると考えられる。 
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